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公
共
施
設
の
あ
り
方
を
考
え
る

と
き
で
す

　

皆
さ
ん
は
、
公
共
施
設
と
聞
い
て
何
を

想
像
し
ま
す
か
。
学
校
、
公
民
館
、
図
書

館
、
出
張
所
な
ど
、
普
段
皆
さ
ん
が
利
用

し
て
い
る
近
所
に
あ
る
建
物
を
想
像
し
た

の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
こ
の
ほ
か
、

公
園
・
道
路
・
水
道
・
橋
な
ど
の
イ
ン
フ

ラ
も
公
共
施
設
に
含
ま
れ
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
公
共
施
設
は
、
人
口
の
減
少

や
少
子
高
齢
社
会
に
お
け
る
あ
り
方
、
維

持
し
て
い
く
こ
と
の
難
し
さ
と
い
っ
た
話

題
で
、
し
ば
し
ば
取
り
上
げ
ら
れ
ま
す
。

川
越
市
も
例
外
で
は
な
く
、
市
民
ニ
ー
ズ

へ
の
対
応
と
財
政
の
健
全
化
を
念
頭
に
公

共
施
設
の
あ
り
方
を
検
討
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

　

そ
こ
で
市
が
管
理
し
て
い
る
「
公
共
施

設
」
の
う
ち
、
主
に
建
物
に
ス
ポ
ッ
ト
を

あ
て
、
利
用
状
況
や
運
営
方
法
、
維
持
管

理
に
か
か
る
費
用
な
ど
を
皆
さ
ん
に
お
伝

え
し
、
今
後
の
公
共
施
設
の
あ
り
方
を
一

緒
に
考
え
て
い
く
た
め
の
資
料
と
し
て

「
川
越
市
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
白
書
」

を
作
成
し
ま
し
た
。

将
来
の
公
共
施
設
に
つ
い
て

考
え
て
み
ま
せ
ん
か

　

市
で
は
、
今
後
の
公
共
施
設
の
あ
り
方
を
考
え
る
た
め
の
基
礎
資
料
と
し
て

「
川
越
市
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
白
書
」
を
作
成
し
ま
し
た
。
今
後
の
公
共

施
設
に
つ
い
て
考
え
て
み
ま
せ
ん
か
。
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図１　建築年ごとの公共施設（建物）の延床面積

2022～2033年
多くの公共施設が建て
替えの時期を迎えます

50年後は…1972～1983年
多くの公共施設が建
てられました



公
共
施
設
を
取
り
巻
く
課
題

　

今
の
公
共
施
設
を
将
来
に
わ
た
っ
て
、

利
用
し
よ
う
と
す
る
と
き
、
大
き
な
課
題

が
3
つ
あ
り
ま
す
。

　

市
が
管
理
す
る
公
共
施
設
の
延
床
面
積

は
、
昨
年
の
3
月
31
日
時
点
で
、

73
万
3
6
6
3
・
99
㎡
、
東
京
ド
ー
ム

約
15
個
分
の
面
積
が
あ
り
ま
す
。
用
途
別

で
は
、
小
中
学
校
な
ど
の
学
校
教
育
施
設

が
約
55
％
、
市
役
所
本
庁
舎
な
ど
行
政
関

連
施
設
が
約
14
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

右
ペ
ー
ジ
の
図
1
は
、
公
共
施
設
の
延

床
面
積
を
建
築
し
た
年
ご
と
に
表
し
た
も

の
で
す
。
1
9
7
2
年
か
ら
1
9
8
3

年
に
か
け
て
多
く
の
公
共
施
設
が
建
て
ら

れ
、
中
で
も
学
校
教
育
施
設
が
多
く
建
て

ら
れ
た
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

　

公
共
施
設
の
多
く
は
、
鉄
筋
コ
ン
ク
リ

ー
ト
造
や
鉄
骨
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
で

建
築
さ
れ
、
そ
の
寿
命
は
、
使
い
方
や
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
の
方
法
等
に
よ
っ
て
大
き
く

左
右
さ
れ
ま
す
。

　

仮
に
こ
れ
ら
の
公
共
施
設
の
寿
命
を
50

年
と
し
て
考
え
た
場
合
、
今
か
ら
9
年
後

の
2
0
2
2
年
か
ら
、
20
年
後
の

2
0
3
3
年
に
か
け
て
多
く
の
公
共
施

設
が
建
て
替
え
の
時
期
を
迎
え
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

　

何
も
し
な
い
で
い
る
と
、
一
斉
に
そ
の

時
期
を
迎
え
て
し
ま
う
こ
と
に
な
り
ま

す
。

　

1
9
7
2
年
か
ら
1
9
8
3
年
に
多

く
の
公
共
施
設
が
建
築
さ
れ
た
理
由
の
一

つ
に
、
人
口
の
増
加
が
あ
げ
ら
れ
ま
す
。

　

1
9
7
2
年
に
約
18
万
人
だ
っ
た
人

口
は
、
1
9
8
3
年
に
約
27
万
人
と
約

10
年
間
で
1
・
5
倍
に
急
増
し
ま
し
た
。

1
9
7
3
年
の
1
年
間
だ
け
で
も
増
加

数
は
、
1
万
2
7
1
0
人
で
す
。

　

し
か
し
今
後
、
市
の
将
来
人
口
は
減
少

傾
向
と
な
り
、
2
0
3
0
年
代
前
半
に

は
30
万
人
を
下
回
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
年
齢
構
成
別
で
は
、
0

～
14
歳
の
年
少
人
口
と
15
～
64
歳
の
生
産

年
齢
人
口
が
減
り
、
65
歳
以
上
の
老
年
人

口
が
増
え
て
い
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま

す
。

　

本
市
で
は
、
2
0
0
5
年
に
1
0
0

人
中
、
年
少
人
口
は
14
人
、
生
産
年
齢
人

口
は
69
人
、
老
年
人
口
は
17
人
だ
っ
た
の

が
、
2
0
3
5
年
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
8
人
、

57
人
、
35
人
と
推
計
さ
れ
、
少
子
高
齢
化

が
一
層
進
行
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
て
い

ま
す
。（
図
2
）

　

こ
の
人
口
構
成
が
変
化
し
て
い
く
こ
と

に
伴
い
、
市
民
ニ
ー
ズ
も
変
化
す
る
と
考

え
ら
れ
ま
す
。
今
あ
る
公
共
施
設
の
使
い

方
を
見
直
す
だ
け
で
は
な
く
、
新
し
い
施

設
を
建
て
る
と
き
に
は
、
人
口
の
増
減
や

人
口
構
成
の
変
化
に
応
じ
た
市
民
ニ
ー
ズ

を
把
握
し
て
、
今
後
の
整
備
に
反
映
さ
せ

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

市
が
管
理
す
る
公
共
施
設
は
、
皆
さ
ん

の
税
金
で
整
備
さ
れ
た
も
の
で
す
。
こ
れ

ら
の
公
共
施
設
を
こ
れ
か
ら
も
維
持
し
て

い
く
た
め
に
は
、
一
体
ど
れ
だ
け
の
お
金

が
必
要
に
な
る
の
で
し
ょ
う
か
？

　

今
後
5
年
間
、
市
全
体
の
歳
出
は
年
間

約
1
0
0
0
億
円
と
予
測
し
て
い
ま
す
。

そ
の
内
、
公
共
施
設
の
整
備
に
使
え
る
お

金
は
、
約
30
～
40
億
円
程
度
と
推
計
し
て

い
ま
す
。

　

将
来
の
人
口
構
成
の
変
化
を
考
え
る

と
、
老
年
人
口
の
増
加
に
よ
り
、
医
療
や

介
護
に
か
か
る
費
用
が
増
え
る
こ
と
が
予

想
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、
生
産
年
齢
人
口
が

減
る
こ
と
に
よ
り
、
税
収
が
減
る
こ
と
も

考
え
ら
れ
ま
す
。

　

こ
う
し
た
こ
と
か
ら
、
公
共
施
設
の
建

て
替
え
な
ど
に
使
え
る
費
用
に
は
限
り
が

あ
る
こ
と
を
前
提
に
、
こ
れ
か
ら
の
公
共

施
設
の
あ
り
方
を
検
討
す
る
視
点
も
必
要

で
す
。
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図2　人口構成の変化

国立社会保障・人口問題研究所（平成20年12月推計）より
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迎
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更
新
す
る
た
め
に
必
要
な
費
用

は
ど
の
く
ら
い
？

　

今
あ
る
公
共
施
設
を
一
定
期
間
使
用
し

て
か
ら
同
じ
規
模
に
建
て
替
え
を
す
る
場

合
の
費
用
を
、
一
定
の
条
件
に
基
づ
い
て

試
算
し
ま
し
た
。

　

こ
の
試
算
で
は
、
使
用
期
間
を
40
年
と

し
て
計
算
し
た
と
こ
ろ
、
結
果
は

2
0
4
9
年
ま
で
に
1
年
あ
た
り
平
均

で
約
66
億
円
が
必
要
と
な
り
ま
し
た
。

　

今
後
5
年
間
で
公
共
施
設
の
整
備
に
使

え
る
お
金
の
上
限
で
あ
る
毎
年
30
～
40
億

円
と
比
較
す
る
と
同
じ
規
模
に
建
て
替
え

を
す
る
場
合
、
よ
り
多
く
の
費
用
が
必
要

と
な
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
課
題
に
つ
い
て
ど
う

す
る
の
？

　

公
共
施
設
の
整
備
な
ど
に
支
出
で
き
る

費
用
に
は
限
り
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
こ
と

を
前
提
に
今
後
の
施
設
の
老
朽
化
と
建
て

替
え
需
要
の
増
大
と
集
中
に
対
応
し
て
い

か
な
く
て
は
な
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
に

は
、
既
存
の
公
共
施
設
を
今
ま
で
以
上
に

有
効
に
活
用
す
る
こ
と
で
、
時
代
に
よ
っ

て
変
化
す
る
市
民
の
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
対

応
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

　

ま
た
、
公
共
施
設
を
よ
り
長
く
使
う
こ

と
で
、
人
口
の
減
少
を
踏
ま
え
た
整
備
更

新
を
考
え
て
い
く
こ
と
も
大
切
で
す
。

　

民
間
の
力
を
借
り
て
公
共
施
設
を
維
持

管
理
し
て
い
く
工
夫
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

こ
れ
ら
の
さ
ま
ざ
ま
な
工
夫
を
よ
り
効
果

的
に
行
う
た
め
に
は
、
計
画
性
を
も
っ
て

進
め
る
こ
と
も
必
要
で
す
。

　

市
で
は
、
整
備
更
新
計
画
を
策
定
し
、

公
共
施
設
の
改
善
を
計
画
的
に
進
め
て
い

く
予
定
で
す
。
公
共
施
設
は
、
皆
さ
ん
に

と
っ
て
も
身
近
な
も
の
で
す
。
今
後
、
計

画
の
策
定
に
あ
た
っ
て
は
、
皆
さ
ん
の
意

見
を
十
分
に
伺
い
、
検
討
を
進
め
て
い
く

こ
と
が
必
要
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

将
来
の
公
共
施
設
に
つ
い
て
一
緒
に
考

え
て
み
ま
せ
ん
か
。
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